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防災対策の充実を求める請願 

 

請願の趣旨 

 子どもたちの安心・安全を確保するため、巨大地震等の災害を想定した防災対策の充実

をはかるよう採択いただき、国の関係機関に意見書を提出いただくようお願い申し上げま

す。 

 

請願の理由 

「南海トラフ巨大地震の被害想定（第二次報告）（2013）」にもあるように、東海地方が

大きく被災した場合、三重県内の避難者数は、地震発生翌日で約35～56万人にのぼり、一

か月後においても約10～20万人が避難所生活をつづけることになると推計されています。

東日本大震災（2011年）、西日本豪雨（2018年）等これまでの災害で、多くの学校が避難所

となったように、県内でも９割以上の公立学校が避難所指定を受けており、有事の際には

地域の避難所となることが予想されます。 

2019年５月１日現在、鳥羽市内の小中学校13校のうち、11校（小学校７校、中学校４校）

が指定避難所となっています。防災関係施設・設備の設置率は、貯水槽等100％、普通教室

のエアコン100％であるものの、自家発電設備等は90.9％、屋内運動場多目的トイレ45.45％

など、まだまだ十分であるとは言えません。また、非構造部材の耐震化対策のうち、学校

施設の緊急地震速報の受信端末の設置率は100％ではありますが、非常用通信装置の設置率

は69.23％と低いのが現状で、書架・備品等の転倒落下防止対策や、ガラス飛散防止対策に

おいても十分ではなく、早急な対策実施が強く求められます。 

また、鳥羽市内の津波による浸水が予測される地域等に所在する小中学校は、13校中２

校 （15.3％）となっています。過去の災害に学び、最善の備えを整えていくという考えの

もと、防災に関わる施策がさらに充実されることを強く望むところです。 

 

以上のような理由から、巨大地震等の災害を想定した防災対策の充実をすすめることを

強く切望するものです。 
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